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Ⅰ　は じ め に

経済活動の東京一極集中がいわれるようになっ
て久しい。筆者は地理学の一分野である経済地理
学を専門とするものであり，本稿は東京一極集中
と呼ばれる現象について経済地理学の立場から検
討する。経済地理学は，多くの概念やツールを経
済学と共有し，経済学と必ずしも対立するもので

特集●東京圏一極集中による労働市場への影響

企業はなぜ東京に集中するのか
――経済地理学の視点から

企業の東京圏への集中の要因は二つに大別される。第一は集積の利益である。集積の利益
は，共有，マッチング，学習の 3 つの要因があるが，特に知識の学習が重要である。知識
には対面接触によらないと伝わりにくいという粘着性があるとされ，そのことが知識学習
における地理的近接性の重要性を高める。また，知識には非排除性と非競合性という性質
があり，それが知識のスピルオーバー（漏れ）をもたらすが，スピルオーバーは距離の制
約を受ける。経済において知識の重要性が高まるほど，企業の集積の利益は増大し，密度
の高い大都市への集中を強める。一方，集積の程度が強まると，混雑や地価の上昇など
集積の不利益が発生し，この利益と不利益のバランスによって企業の立地は決定される。
現在の政策の議論において，集積が生産性を高めることが強調され，不利益は市場の外部
として軽視される傾向があることは注意が必要である。第二の要因は都市の属性である。
大都市への集中でなく，東京一極集中とされるのは，特に大阪の経済的地位の低下という
要因が大きい。それには東京がグローバルな金融サービス業の生産の場となるというグ
ローバル都市化の影響や，特化した産業の成長度の違いなど個別都市の属性の問題によっ
て説明される。都市がどの産業に特化するかは，経路依存性が大きな影響を与えるため，
政策を考えるには規模や密度だけでなく，歴史的な経路や地理的な文脈を踏まえた考察が
求められる。

水野　真彦
（大阪府立大学教授）

はないが，場所による差異や歴史性を重視すると
いった点では主流派の経済学とは視点を異にす
る。

経済地理学や経済学においては，東京一極集中
を引き起こす要因は大きく二つが指摘されてい
る。第一に人々や企業が密集して立地することに
より生じる集積の利益によって説明するものであ
る。そこでは人口や事業所の密度と規模が大きく
なるほど効率性，生産性が上昇するとの想定があ
る。単純に考えるなら，人々や企業が集積・密集
することの利益が大きくなれば，人々や企業を農
村から都市へ，小都市から大都市へ移動させるこ
とになり，その結果日本で最も高密で規模の大き
な集積である東京とその周辺に集中させ，人口も
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企業も疎である農村部を衰退させることになる。
第二に，産業構造など都市の属性の違いであ

る。都市ごとの属性の違いが一人当たり所得の地
域間格差を増大させ，成長にも格差が生じた結
果，特定都市への集中が起こることになる。例え
ば，新しい産業，ハイテク産業が高い生産性をも
たらし，その労働者は高い所得を得る。それは周
囲のサービス需要を生み波及効果が生まれる。そ
れに対し，新しい産業が立地せず素材型製造業な
ど古い産業に依存する地域は雇用の縮小により一
人当たり所得を低下させる。大都市一般への集中
でなく，特定の都市への集中は，この後者の要因
によって説明される。

以下では，Ⅱで前者の集積の利益について，Ⅲ
で後者の都市ごとの属性の違いについての議論を
整理し，最後にⅣで，東京一極集中に対する評
価，および導き出される政策について批判的に検
討を加える。

Ⅱ　集積の利益と不利益

１　集積の利益とは

本章では人々や企業を特定の場所に集める力で
ある集積の利益について検討したい。集積の利益
を先駆的に議論したのは経済学者アルフレッド・
マーシャル（1985）であるが，そのマーシャルの
議論を都市経済学者 Duranton and Puga（2004）
は，共有（sharing），マッチング（matching），学
習（learning）の 3 つの単語に要約した。以下で
はこの 3 つについて検討する。

第一の共有は，例えばインフラ設備や施設を共
同利用して単位当たり費用を低下させるという例
が挙げられる。あるいはサプライヤーなど関連産
業を共用することでも費用の低下は可能になる。
しかし，ここでいう共有はそのレベルにとどまる
ものではない。集積内にある人々や企業の間の関
係，社会ネットワークもまた共有され，それらに
加わることによって他に対し大きな優位な位置を
得ることが可能になる。それらは定量化しにくい
ものであるが，経済地理学者 Storper（2013）は，
それを市場取引されない相互依存関係（untraded 

interdependence）とよび，そうした関係性という
資産（relational assets）を共有することが集積内
に立地するメリットであるとする。そしてそれが
後述する知識の学習を促す効果をもつ。

第二のマッチングとは，例えば多様なスキルを
もった労働者と多様なスキルを必要とする雇用者
の間でより適した雇用関係を結ぶ可能性は，その
労働者と雇用者の数が大きいほど高まるといった
例で説明できる。そのようなより分厚い労働市場
のある地域は，労働者，雇用者双方にとっての利
益となる。同様に，財やサービスの生産・販売者
と消費者の間の適合にも当てはめることができ，
多様な嗜好をもった消費者が満足しうるのは，多
様な生産・販売者のいる地域であるといえる。逆
に，多様な嗜好をもつ多数の消費者がいる地域で
は，多様な製品・サービスの供給が成立する。

第三の学習は，特に現在の知識経済時代におい
て重要となっている。知識がある主体からある主
体に移転される場合，まず考えられるのは，両者
が合意し，協力的関係のもとで知識が移転される
ケースである。この場合，お互いが近接している
ことは，高い頻度で対面接触を繰り返すことを容
易にし，信頼関係が形成される。その信頼関係に
よって知識の相互移転がより促されることとな
る。知識の移転が，もし距離にかかわらず遠距離
でも可能であれば立地は関係なく，その知識は地
理的にあまねく（東京だろうが秋田や鹿児島であろ
うが）移転されることになり，集積の利益にはな
り得ない。しかし，知識の移転は対面接触によっ
てこそ効率的，効果的に行われるものであり，文
字や音声だけの，場を共有しないコミュニケーシ
ョンでは伝わりきらない部分が残るものである。
このことは知識の粘着性とよばれ，この粘着性の
高い知識の移転には地理的近接性が重要になる。
また，知識の学習は人々や企業の間の関係，社会
ネットワークを通じて生じる。先述の関係性とい
う資産が多く存在する都市においては，知識の学
習はより活発となると想定されている。

そうした両者の合意のもとでの知識移転以外に
も，意図せずに他の主体に知識が漏れてしまうケ
ースもある。例えば，人づてで漏れ伝わってくる
噂や，近くのライバル企業を観察することなどに
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よってある程度の模倣が可能になることもある。
こうしたものは知識のスピルオーバー（漏れ）と
呼ばれる。というのも，モノと異なり，知識は多
数の人が同時に所有することができ（非競合性），
対価を払っていない人間を排除できない（非排除
性）という性質が存在するからである。確かに知
識は特許などによって自分だけが専有できる可能
性はあるが，それはごく一部の知識に限られ，完
全に排除することは難しい。この知識のスピルオ
ーバーは，市場を通さないものであり，費用を払
わずに享受できるという意味で外部性と呼ばれ
る。このスピルオーバーは地理的距離の制約を受
けることが指摘されており，これが集積の利益を
もたらすことになる。マーシャル（1985）は，産
業が集積している地域では，企業の秘密はすぐに
秘密ではなくなり，まるで空気のようなものと
なる，と述べている。スピルオーバーは，知識が
漏れてしまった企業にとってはマイナスかもしれ
ないが，集積内の他の企業の生産性が上昇するな
ど，地域全体にとってはプラスの効果をもたらす
ことになる。

以上にみてきたように，意図するものにせよ意
図しないものにせよ，知識学習における地理的距
離の制約が，知識経済時代における重要な集積の
利益となっているのである。知識は，産業の集積
地域にとどまる期間が長くなる。そうした知識は
時間が経てばスピルオーバーの働きによっていつ
かは拡散していくものであるが，その拡散の速度
はゆっくりしたものになる傾向がある。市場での
企業間競争においてその速度の差異は決定的な役
割を果たすため，企業は新しく価値のある知識へ
のアクセスをもとめて集積地域に立地することに
なる。

２　地域特化の経済と都市化の経済

さらに，集積の利益は，地域特化の経済（localization 
economies）と都市化の経済（urbanization economies）
に分類される。地域特化の経済とは，地域に特定
業種が集積して立地することを指す。例えば，眼
鏡産業の集積がみられる福井県鯖江市などがその
例として挙げられ，関連産業の立地や関連する知
識の波及などの利益が発生しているとされる。

一方，都市化の経済とは，多様な産業が集積す
ることによる利益を指す。多様な産業が一つの都
市に立地することは，様々なインフラやサービス

（例えば空港，道路，病院など）や市場（消費者な
ど）を共用することによる利益がある。また，地
域が特定業種に特化した場合，外部環境の変化に
よりその業種の需要が縮小すると，地域はその影
響を強く受けて失業率が上昇するなどのリスクが
ある。業種の多様性がある都市は，そうしたリス
クは部分的なものにとどまり，縮小した業種のシ
ョックは他の業種がある程度吸収できる。そのた
め，都市経済は比較的安定すると考えられる（水
野 2014）。

また，特定の業種への特化は地域内にその業種
の知識が蓄積される一方で，業種の枠を越えた新
しい知識が入ってこないというリスクがある。新
しい知識の入手には，多様な業種が地域内に存
在する方が有利と考えられ，それもまた知識の学
習という点からみた都市化の経済といえる。ただ
し，多様が好ましいとはいっても，全く関連が
ない業種の間ではお互いの知識を理解し吸収でき
ない可能性が現実的には高い。お互いが補完的な
役割を果たすような，一定の関連をもった業種の
間の方が効果的な知識移転が行われる可能性が高
い。全くの同業種でもなく，全くの異業種でもな
い，いわば業種の「適度な」多様性，関連ある
多様性（related variety）がイノベーションとい
う点からは好ましいとされている（Boschma and 
Frenken 2011, 水野 2011，2018）。

一般に，特定産業に特化した都市は中小規模の
都市が多く，産業の多様性がある都市には大規模
な都市が多い傾向がある。新しい知識の創出やイ
ノベーションにとって産業の多様性が望ましいと
するなら，やはり規模の大きな都市ほど集積の利
益は大きいことが想定される。

以上のような集積の利益の議論に基づけば，
人や企業が集まれば集まるほどその利益は増大
し 1），さらなる集積の拡大をもたらすことになる
ため，大都市はさらなる拡大を続け，農村や小都
市は停滞ないし衰退を余儀なくさせられることが
想定される。現在の日本における東京への経済活
動の集中や，あるいは九州において福岡市へ人口
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が集中する一方で，県庁所在地より規模の小さい
中小都市や農村の人口減少などはこうした集積の
利益によってある程度は説明が可能である。

３　集積の不利益

集積することに利益しかないと想定すると，大
都市は無限に拡大を続けることになる。しかし，
現実には集積には利益だけでなく不利益も存在す
る。集積の不利益として挙げられるのは，地価や
賃金の上昇，混雑，公害などの環境汚染である。
こうした不利益が存在するために現実の都市は無
限に拡大するわけでは必ずしもない。

大都市で公害や過密が問題視されていた 1970
年代には，こうした集積の不利益に注目が集まっ
ていた。そしてその時代は，大都市への集中の動
きが相対的に弱まっていた時代でもある。それ以
前，1960 年代の高度成長期において，生産性の
高い重化学工業は，三大都市圏を中心とする太平
洋ベルト地帯の臨海部に集中していた。こうした
臨海部の工業地帯は設備やインフラを共有するコ
ンビナートを形成し，集積の利益による費用の低
下と高い効率性を享受することができた。一般に
産業の集積は賃金の上昇という不利益をも発生さ
せることになるが，その当時は農村から団塊の世
代に属する農家の跡継ぎ以外の人々が過剰労働
力として大量に三大都市圏（京浜，中京，京阪神）
に流入しており，そうした労働力の流入に支えら
れ，賃金は低く保たれていた。しかし，1970 年
代に入ると少子化により農村からの労働力の流入
が減少したため労働力は不足するようになり，そ
のことが賃金水準の上昇をもたらし，比較的低い
賃金で勤勉に働く労働力を求める製造業には大き
な問題となった。そうした状況のなか，1970 年
代から 1980 年代にかけて工場の地方分散が進展
した。

工場の地方分散を可能にしたのは，1 つは東京
を起点として整備された高速道路網など輸送イン
フラであり，もう 1 つは生産システムにおいて工
程の分割が進んだことであった。これにより特定
の工程を地理的に異なる場所に立地させることが
容易になった。オーディオ機器のような民生用電
気機械に代表される製造企業は，単純で熟練を必

要としない工程を地方圏へ移転し，大都市圏では
研究開発や試作など熟練を必要とする部門を残す
ようになった（松橋 1988）。高度成長期までは大
都市が製造業，地方が農林水産業という産業間分
業であったのに対し，この時期には大都市も地方
も同じ産業でありながら工程間分業が行われるよ
うになったといえる 2）。

このことにより 1970 年代から 1980 年代前半に
かけて地方農村において農業以外の雇用が生まれ
ることになり，大都市圏への人口移動を抑制する
役割を果たしたといえる。ただし，立地要因が賃
金の安さである単純工程のみの移転であり，意思
決定部門や研究開発部門をもたないという限界を
もつもので，安東（1986）はそれを「発展なき成
長」と呼んだ。そして，低賃金が立地要因である
限り，より低賃金な諸国への移転は時間の問題で
あった。

工場のアジア諸国移転が本格化するきっかけは
1985 年以降の円高およびバブル期の人手不足で
ある。そして，1990 年代の長期不況期において，
低価格志向の強まりに対応した生産コスト削減の
ための東南アジアや中国への生産拠点のさらなる
移転が行われ，生産能力の過剰解消のため相対的
に高コストな国内の工場閉鎖が増加した。1980
年代までに工場が多く立地した東北などの地方圏
では工場閉鎖などによって雇用の量的縮小がおこ
った。現在でも生き残っている地方圏の工場は単
純な労働集約型から何らかの質的向上をとげてい
るものが多いが，雇用を量的に提供するという製
造業の役割は弱まり，このことが地方経済の停滞
をひきおこしてきた。もちろん大都市圏において
も中小・零細工場を中心に工場閉鎖・縮小は起こ
ったが，大都市圏，特に東京では研究開発への機
能転換やサービス業への転換が進むことで，その
ショックを緩和することができたという点が大き
く異なり，東京圏と地方圏の格差の拡大をもたら
した。

４　サービス業の東京一極集中と集積の不利益

1970 年代以降一貫して，大都市では製造業，
特に研究開発でない生産工程は縮小し，サービス
経済化が進む。特に日本の製造業の海外移転が進



論　文　企業はなぜ東京に集中するのか

No. 718/May 2020 33

む 1990 年代以降，大都市，特に東京はサービス
業の集積がさらに進むことになる。具体的には企
業に対しサービスを提供する事業所サービス業が
東京に集積した。サービス業は基本的には輸送や
貯蔵が困難であることからも対面接触が重要であ
り，集積の利益が大きく作用する産業である。

サービス業は製造業ほど大きなスペースを必要
としないが，集積の不利益の影響を一定程度は受
ける。必要となるオフィス空間と労働者の需要は
高まり，高地価と高賃金による高コスト化は避け
られない。しかし，現実には 2000 年代以降も事
業所サービス業の東京一極集中は加速していると
考えられる。では，どのような集積の不利益があ
り，それにどのように対応してきたのか，集積の
不利益を，土地に関するものと労働者に関するも
のに分けて考えたい。

（1）土地に関する集積の不利益──地価上昇
第一の土地に関する集積の不利益は，限られた

土地の供給をめぐる競争の結果としての高地価
や，交通混雑である。土地の不足に関しては，高
層化という解決策がある。2000 年代以降，都市
再生政策による容積率緩和とそれに基づく再開発
が特に東京都心部で盛んに行われた。また，製造
業の縮小に伴う工場閉鎖や貨物ヤードの転用，企
業の福利厚生縮小に伴う社宅の売却などによって
生み出された都心部の土地はオフィスビルや高層
マンションの建設ラッシュをもたらした。都市再
生政策の背景には不良債権問題の解消のための地
価下落対策があり，バブル経済期からの地価の下
落が都心部のマンション居住を可能にした面はあ
るが，2000 年代以降のオフィス及び住宅需要の
高まりと共に再び地価は上昇に転ずることになっ
た。土地の需要が増加し，地価が上昇することは
土地所有者にとっては利益であることは確かであ
る。しかし，土地の利用者にとって地価の上昇
は不利益であり，都心に近い住宅は，高価格ある
いは高家賃になる。これが集積の不利益の一つで
あるアフォーダブル（適度な価格で入手可能）な
住宅の不足であるが，住宅の購入や家賃の支払い
は労働者の負担であり，企業の立地行動に大きな
影響を与えるものではない。別の角度から見るな

ら，集積によって引き起こされた利益の恩恵が，
都市で働く労働者ではなく土地所有者の手に入る
ということでもあり（八田・田渕 1994），このこ
とは土地所有者と非所有者の資産格差をもたらし
たといえる。

また，都心のオフィス面積の拡張は従業者の増
加とそれに伴う通勤混雑をもたらすことになる
が，そうした混雑の苦痛は住宅価格同様に労働者
の負担であり，やはり企業の都心への立地行動を
押しとどめるものではなかった。東京では混雑対
策として地下鉄の新規開通などインフラ整備が行
われたが，それらはさらなる集中をもたらす結果
となることは必然であろう。

一方，東京への過度の集中は人口動態にも負の
影響を及ぼす。長い通勤時間と保育所不足は，働
きながらの子育てを困難にする。増田（2014）の

「地方消滅」論はそこに焦点を当てる議論であっ
た。地方から若年女性が大都市へ移動する一方
で，大都市においては働きながらの育児の困難さ
などから合計特殊出生率は低い（佐藤 2019）。地
方において若年女性の減少によって出生数が減少
し，大都市では若年女性数は増加するものの出生
率が低いことにより，トータルで日本全体として
出生数が減少する。これが増田の指摘する日本
の少子化のメカニズムであり，地方から大都市へ
の若年層の移動を放置することは，日本社会の再
生産に支障をきたすことになるとしている。しか
し，こうした少子化は市場取引の外部であり，集
積の利益による生産性の向上の分析には含まれる
ことはない。

（2）労働に関する集積の不利益──賃金上昇
前述のように高度成長期は地方農村からの労働

力が大量に流入することにより低賃金労働力が供
給されていたが，高度成長期が終わると地方から
の労働力流入は減少した。もちろん現在でも地
方圏から東京への人口移動は続いており，だから
こそ東京一極集中がいわれるのだが，近年の東京
圏への人口移動は高学歴層が中心でかつ女性の割
合が高いことに特徴がある（中川 2005）。地方に
は高学歴層のスキルに見合った職が不足している
ことがその理由だが，地方にとっては高学歴層の
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流出は大きなマイナスであることはいうまでもな
い。というのも，地方の高学歴層は地方の自治体
等による教育投資の成果であり，それが東京に流
出してしまい，東京がその人材を無償で獲得でき
ることになるからである。

一方，高学歴でない若者の東京への人口移動
は，高度成長期に比べるとはるかに少ない。とな
るとサービス業において企業は賃金上昇にどのよ
うに対応し，低賃金労働力をどこから得たのかと
いう点が問題となるが，それにはいくつかの方法
が考えられる。第一に地方への工程移転である。
1970 年代に工場が地方移転したように，オフィ
ス労働においても工程の分割が行われた。2000
年代以降，オフィスの電話対応業務のみを切り離
して賃金の安い地方都市にコールセンターを設置
する企業が増加した（鍬塚 2008）。札幌や沖縄を
始め，若年雇用が不足し賃金が安い地方都市への
コールセンターの立地は，確かに雇用創出の効果
はあるが，単純工程のみの移転は工場同様にその
限界も明らかである。そもそも，オフィス労働の
ごく一部のみの移転であり，全体の雇用に占める
割合は大きくなく，工場と同程度の地方経済への
効果は期待できない。事業所サービス業は集積の
利益の影響が大きく，東京から移転できる機能は
限定的となる。

第二に，雇用の非正規化や外国人労働者の導入
であろう。2000 年代は，雇用の非正規化が進み，
団塊ジュニア世代が就職難によって多く非正規労
働に流入したことは周知の事実である。そうした
労働力の非正規化は賃金の上昇を阻み，企業の労
働コストの削減に貢献してきたが，不安定な収入
は彼らの世帯の形成を阻み，現在の少子化の要
因の一つにもなってきた（中澤 2019b）。そして，
2010 年代の後半になり，団塊の世代が退職を迎
え，さらなる少子化により若年労働力が減少する
と，低賃金労働力の供給は減少し人手不足が問題
視されるようになる。その対応のために，外国人
労働力の導入が急増し，なし崩し的に外国人労働
力への依存度が高まっているのが現在の状況であ
ろう。

上記のように，企業は東京に立地することで集
積の利益を享受し，それに伴う不利益に対しては

様々な手段を用いて対応してきた。しかし，それ
らは社会に対して負荷あるいはリスクを転嫁して
いるともいえよう。

Ⅲ　都市の属性による要因

１　東京「一極」集中の理由

イギリスの経済地理学者 Martin（2015）は，
イギリスにおける都市の成長と都市規模の関係を
分析しているが，それによると必ずしも都市規模
の大きい都市が成長しているわけではない。例え
ば，単純に北部と南部で分けると南部の都市が成
長し，北部の都市が停滞・衰退している。他の欧
米諸国も同様で，規模による集積の利益だけでは
都市の成長を説明できない。

現在の現象が，「大都市集中」でなく，東京
「一極」集中といわれるのは，大阪の地位低下に
よるところが大きい。本社や支所の立地から都市
システムを研究している阿部（2017）は，東京一
極集中は，大阪の中枢管理機能が低下したことに
よるものが大きいことを指摘する。具体的には，
本社機能を大阪から東京に移転させる企業が増加
し，それに伴って大阪ないし京阪神大都市圏から
東京へ人口移動が増加してきた。いわば東京一極
集中は，別の見方をすれば「大阪問題」というこ
ともできる。

ではなぜ大阪およびその後背地である京阪神大
都市圏の経済的地位が低下したのか，いくつかの
要因が指摘されている。第一に，交通手段の発
達，第二に東京の世界都市化，グローバル都市
化，第三に産業構成の差異である。以下では，そ
れぞれについて説明する。

２　交通手段の発達によるストロー効果

藤田・浜口・亀山（2018）は大阪の地位低下を
交通手段の発達という要因に求めている。交通手
段が発達すると規模の大きな都市が規模の小さな
都市の需要を吸い上げ，規模の大きな都市に様々
な機能が移転・吸収される「ストロー効果」と呼
ばれる現象が起こる。新幹線開業以前は，東日本
を東京，西日本を大阪が統括するという二眼レフ



論　文　企業はなぜ東京に集中するのか

No. 718/May 2020 35

構造がみられ，西日本の中心である大阪に本社な
ど拠点を持つ企業が多くみられた。しかし，新幹
線の開通によって東京から日本全国へ日帰り出張
が可能となり，統括機能を東京に集中させるよう
になり，大阪の地位低下につながった。この説明
は移動費用（時間も費用に含まれる）の低下と都
市規模によって説明するシンプルで明快なものだ
が，彼ら自身も指摘するように，より東京に近い
名古屋ではなくなぜ大阪でストロー効果は強くな
ったのかという疑問が生じる。ストロー効果だけ
では大阪の地位低下の説明としては十分ではない
だろう。

３　世界都市・グローバル都市とそうでない都市

の成長格差

フリードマン（1997）の世界都市仮説は，企業
が多国籍化し，国境を超える企業活動が増加する
なかで，その活動を統括する中枢管理機能の拠点
が必要となることを指摘し，その拠点となる場所
を世界都市という概念でとらえた。一方，サッセ
ン（2008）は，フリードマンの世界都市を基本的
には踏襲しているものの，銀行，証券，保険など
金融サービス業，法律，会計，コンサルタントな
どのビジネスサービス業に焦点を当て，そうした
サービスの生産の場としてグローバル都市という
ものを提起した。情報技術，輸送技術が発達し，
貿易や金融の自由化が進むことで経済活動が地理
的に分散すると，それらを管理・統制するための
特定の「場」が重要になるが，その場となるのが
グローバル都市であるとする（水野 2010）。具体
的な都市名としては，フリードマンの世界都市，
サッセンのグローバル都市ともにニューヨーク，
ロンドン，東京が最上位に位置する都市として選
ばれている。

ただし，フリードマンの論文が書かれたのは
1986 年，サッセンの原著は 1991 年（第二版は
2001 年）であり，書かれた当時の 1980 年代から
1990 年前半は，日本の製造業の輸出や日本の金
融機関の海外投資がピークであった時代というこ
とに留意が必要である 3）。グローバル都市のラン
キングについてデータから定量的に実証分析し
た Taylor and Derudder（2016）によると，グロ

ーバルなサービス業を対象とする分析では，2000
年代以降東京は順位を落とし香港やシンガポール
より下位に位置している。サッセンのグローバル
都市論においても，東京は輸出企業が稼ぎ出した
マネーの供給地であるとしており，加茂（2005）
もまた東京を「マネー・サプライヤー」型世界都
市であり，ニューヨークやロンドンとは異なる，
あくまで「日本型世界都市」であるとする。確か
に日本のなかではグローバルなサービス企業が東
京に拠点を置いているが，世界のほかの都市との
相対的地位や，東京の経済に占める割合，存在感
は必ずしも大きくはないといえる。やはり東京は
グローバルに活動する日本企業の本社の集中する
場所であり，東京のグローバル都市化は，グロー
バルなサービス企業の拠点となるというより，日
本の多国籍企業の拠点，特に金融部門の拠点を国
内で東京に集中させるという効果をもったといえ
るのではないだろうか。

東京のグローバル都市化は，金融取引の東京集
中，金融関連サービス業の東京のシェア増大と大
阪のシェア低下と特に金融部門，国際部門の東京
移転という形で東京への集中を加速させる効果を
もっていた（成田 1990）。1970 年代以降，金融機
関や繊維系商社を中心に東京への本社の移転が加
速し，その本社移転により金融取引も移動し，そ
れがさらなる東京への集中をもたらすこととなっ
た。

ただし，グローバル都市化自体は必ずしも国内
レベルでのグローバル都市への人口・産業の集中
を意味するものではなく，アメリカではグローバ
ル都市化が進んだ 1980 年代においてニューヨー
クへの集中度はむしろ低下している（成田 1990）。
サッセン（2008）は，ロンドン，ニューヨーク，
シカゴに本社を置く企業は減り続けているのに対
し，東京に本社を置く企業は増え続けているこ
とを指摘し，その要因は日本では規制が強いた
め，官庁が集まる東京に本社を置くことが重要で
あるからとしている。そういう意味では，日本に
おける東京への本社集中は，グローバル都市化だ
けでなく，日本の集権的行政システムとの関係と
いう要因も無視できない 4）。金融業以外でも，藤
本（2017）は化学工業や建設業を事例に，官庁に
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よる裁量行政が存在するために，許認可権限をも
つ本省庁との対面接触による情報収集が重要とな
り，それが地方から東京への本社移転をもたらし
たことを論じている。東京への本社の集中は，グ
ローバル都市化のような市場における合理性だ
けでなく，それ以外の要因つまり日本の行政シス
テムの特徴の影響もあると考えた方が良いであろ
う。加茂があえて「日本型世界都市」とする理由
の 1 つもそこにあると考えられる。

４　産業構成の違い，特化した産業の差異による

成長格差

産業構成の違い，あるいは特化した産業の違い
は，東京と大阪の差についてのオーソドックスな
説明といってよいであろう。例えば，現在の成長
産業の一つである情報サービス業は東京圏，特
に東京 23 区への集中が顕著な産業である（松原 
2014；加藤 2019）。東京は，情報サービス業など
の成長産業をもち，製造業の縮小を補って余りあ
るだけの雇用増加があるのに対し，大阪は繊維，
鉄鋼・金属など停滞型製造業のウェイトが高く，
金融や情報など事業所サービス業の増加が限定的
である。また，大阪に比べて人口の増加がみられ
る名古屋圏は，雇用の中心が製造業であるが，自
動車産業という比較的安定した業種に特化してい
る点が大阪との違いである。一方，「地方都市」
というグループの内部においても，福岡市は製造
業の割合が小さく，九州の広域中心都市としてオ
フィスや消費者サービス機能の増加がみられ従業
者や人口の点で成長しているのに対し，鉄鋼など
の停滞型製造業の立地する北九州市は人口減少に
歯止めがかからない状態である。

都市が特化する産業の違いを重視するストーパ
ーは，ロサンゼルスとサンフランシスコについて
一人当たり所得という点から比較し分析している

（Storper et al. 2015）。1980 年代まで両都市圏は，
一人当たり所得がほぼ同程度であったが，1980
年代以降，サンフランシスコ都市圏では一人当た
り所得が増加しているのに対し，ロサンゼルスの
それは停滞している。その理由として，サンフラ
ンシスコはソフトウェアや情報技術などに特化し
たのに対し，ロサンゼルスが特化した航空宇宙産

業が冷戦終結などの軍事費縮小などにより停滞し
たことが挙げられる。その他，ロサンゼルスに多
く立地する輸送物流業は賃金が低く，有名なハリ
ウッドの映画産業なども高賃金であるが規模が小
さく，都市全体に大きな影響を与えるにはいたっ
ていない。こうした特化した産業の違いが一人当
たり所得の差異をもたらす要因の一つであるとし
ている。

都市経済学者モレッティ（2014）も，アメリカ
の都市圏データの分析から，（従来型製造業ではな
い）イノベーション産業 5）の集積が一人当たり所
得を上げ，それがそれ以外の産業の従業者にもプ
ラスに波及するとする。イノベーション産業の賃
金の高さが，それ以外の産業の需要を作り出すと
いうのがその一つである。また，イノベーション
産業が存在し高技能の働き手が増えると，その技
能のスピルオーバーによってそれ以外の産業の生
産性も高まり賃金も増えるという，経済学の用語
でいう人的資本の外部性があることを指摘する。

さらにモレッティは，イノベーション産業はそ
れが特定の一握りの地域に集中するという特性が
あることを指摘し，イノベーション拠点になるか
どうかは，経路依存であるとする。このことは重
要である。進化経済地理学においては，新しい産
業は，既存の関連ある産業から分岐（派生）する
ことが指摘されている（水野 2018，2019）。例え
ば，東京の情報産業はコンピューター産業から分
岐したものが多いと考えられるが，そのコンピュ
ーター産業は通信機器など産業用電気機械産業か
ら分岐した。さらにその産業用電気機械産業は明
治期より政府主導のもとに発展してきた歴史があ
り，軍事産業や国の研究機関が首都である東京に
置かれたことが同産業の京浜地域への立地の大き
な要因となっていた（赤羽 1977）。こうした歴史
的経路は新産業の発展にとって重要である。もち
ろん歴史的に多様な産業に恵まれた都市が必ず次
の新しい産業を生み出すとは限らず，かつて産業
が発展していた都市が新しい産業を生み出すこと
に困難を抱えるケースもあるように，経路依存性
を決定論あるいは必然として捉えることは誤りで
あるが，産業基盤のないところに新産業が生まれ
ることはまれであろう。フロリダ（2014）は，ス
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キルや創造性を持っている人間を惹きつける政策
を採用すれば，都市経済は発展すると主張する
が，それに対し Storper（2013）は，産業には経
路依存性があり，創造性をもつ人々を集めればそ
こがハイテク産業の拠点になるという訳では必ず
しもないと反論している。

Ⅳ　東京一極集中の評価と政策

これまで，東京への企業の集中は，集積の利益
と都市の属性による二つの要因によって引き起こ
されてきたことを述べてきた。また，集積には利
益と不利益があり，現実にはその両者のせめぎ合
いがあることを指摘した。それらがどの程度発生
していて，どのようなバランスにあるかを見極め
ることが，集中をどう評価するかを左右すること
になる。もし，東京あるいは大都市への集積の利
益が日本全体に波及する，つまり非東京圏の中小
都市や農村の経済活動を向上させることが明白で
あれば，集中を問題視する必要はないかもしれな
い。しかし，そうした波及ないしトリクルダウン
が実感として感じられていないことが，現在東京
一極集中が問題視される原因であろう 6）。集中・
集積をどのように評価し，どのような政策が望ま
しいかについては様々な意見がある。

アメリカの都市経済学者グレイザー（2012）は，
高密な都市が知識の波及を通じて生産性を上げる
ことを主張する代表的論者であるが，彼の政策的
処方箋は，住宅建設規制を緩和し，より一層の高
層化をはかるべきであるというものである。ただ
し，これはアメリカという国の文脈において捉え
なければならない。アメリカの多くの都市では鉄
道など公共交通機関が脆弱で自家用車移動が中心
となっており，渋滞を避けるため都市は郊外化と
いう水平方向へのスプロールが進み，都市はより
低密なものとなっている。グレイザーの提案は，
そうした現状に対するものとして捉えるべきで
あり，すでに高密な東京において，それをそのま
ま当てはめることの妥当性は考えるべき問題であ
る。

日本の経済学者のなかには東京一極集中やそ
れに伴う地域間格差を問題と考えない立場があ

る（例えば八田 2015；八田・上田 2006）。それによ
れば，東京への集中は市場のメカニズムによるも
ので止めるべきではなく，均衡ある発展を目指す
政策は国の成長に悪影響を与えるものであるとす
る。そして，住宅価格の上昇など集積の不利益は
国家，行政による規制が原因であり，規制緩和に
よる住宅供給増とより規模の大きな都市への人口
移動こそが解決策であることを主張している。こ
うした議論は，現在においても政策形成に大きな
影響力を持っている。

しかし，こうした議論には，東京は市場メカニ
ズムのみで成長し，地方は財政再配分のみに依存
しているという決めつけがあるのではないだろう
か。経済学者である林ほか（2018）も指摘するよ
うに，東京が市場の力のみで成長してきたと考え
るのは誤りである 7）。すでにみてきたように省庁
による許認可などの裁量行政と集権的行政シス
テムが東京への集中をもたらしてきた面は確実に
ある。また，産業立地は経路依存であり，電機産
業，精密機械産業のルーツには軍事産業や国立研
究機関の立地が影響を与えてきたが，それが首都
である東京にあったことの影響は大きい。

さらに，一極集中を肯定する議論には，地理的
な不均衡を減らす政策は不効率をもたらし，国全
体の経済成長にマイナスであるという前提があ
る。確かに一定の前提のもとで単純化した経済学
のモデルとしては正しい命題となりうる。また，
もし経済活動を完全に均等に配置するなどの極端
な政策をとった場合の弊害は大きいことは確かで
あろう。しかし，Martin（2015）が指摘するよう
に，地理的不均衡の是正と国の経済成長の間のト
レードオフの関係は，実証研究においても明確な
結果が出ているものではない。さらに，通勤混
雑，住宅購入や家賃の負担は，生産性の分析には
反映されないし，都市における「住みやすさ」の
完全な定量化は困難で，経済分析には組み込みに
くいものである。また，過度の集中による長時間
の通勤や労働，保育所不足 8）などによる育児の
困難さは，少子化をもたらし社会の再生産を困難
にする（中澤 2019a）。全体として，現在の政策の
議論において集積の利益が強調される一方で，集
積の不利益は過小評価される傾向にあることは意
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識すべきであろう。政策を考える際に，本稿で述
べてきた集積や密集のもつ利益を正当に評価する
ことは必要であり，それを全く無視する政策はう
まくいかない可能性が高い。しかし，それを絶対
視し，それを妨げるものはすべて悪であるという
考えは危険である。

また，集積の程度のみが都市の発展を決めるわ
けではなく，どのような産業に特化しているかな
ど，都市の属性もまた重要である。そして，その
属性は，歴史的および地理的に形成されてきたも
のである。都市を高密度化し，規模拡大させる
という処方箋はシンプルで政策担当者にとって
分かりやすいため影響力をもちやすいが，集積は
すべてを解決するという万能薬ではない（Martin 
2015）。都市の発展を考えるには歴史的な経路や
地理的な文脈を踏まえた分析が求められ，その分
析に基づいた政策が必要であるというのが経済地
理学の立場である。

	 1）経済学では，規模に関して収穫逓増という言葉で表現され
る。

	 2）同様の現象は同時期の英国においてもみられ，賃金の抑制
を目的として，ロンドン周辺の南東部に研究開発機能を残し
たまま北部工業都市へ特定の工程のみが移転されていった（マ
ッシー 2000）。

	 3）例えば，当時と比べて現在の東京では金融機関の吸収合併
や店舗の統廃合などにより金融業の従業者の割合は低下して
いる。

	 4）もちろんアメリカとの違いをもたらす要因としては規制以
外に国土スケールもあるだろう。

	 5）IT，ライフサイエンス等のハイテク製造業やソフトウェア，
インターネット関連産業に加え，エンターテインメントや金
融の一部なども含まれる。

	 6）ミュルダールは，先進地域と低開発地域の間には，低開発
地域に対しポジティブに働く波及効果と，ネガティブに働く
逆流効果があるとした。そのうえで，市場に委ねた場合は逆
流効果が強く働く傾向があり，波及効果が強く働き格差が縮
小するのは，福祉国家による政策がある場合であるとしてい
る（ミュルダール 1959；藤田 2010；山本 2005）。

	 7）そのことは政府による行政指導が大きな役割を果たしてき
たとされる日本に限ったことではない。Martin（2015）は，
ロンドンは集権的な政府の立地場所であり，公的支出の受益
者として国家に裏打ちされていることを指摘し，ロンドンの
集中を市場メカニズムによっては誤りを含むものであるとす
る。

	 8）保育の質を下げて保育所の供給を増やすことは理論的には
できるが，幼児教育の重要性は指摘されており，質の低い保
育は経済学的にいうところの人的資本の質を低下させ，その
中長期的なマイナスは大きいであろう（山口 2019）。
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